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大地震後の地震活動の見通し② 

 

「平成28年（2016年）熊本地震」を踏まえ、地震調査委員会は大地震後の地震活動の見通しや防災上

の呼びかけに関する情報のあり方について検討を行い、８月19日にその内容を公表しました。その中で

『大地震発生から一週間程度以降は余震確率の評価手法に基づいた数値的見通しも発表する』としてい

ます（図１）。 

 

平成28年10月21日の最大震度６弱を観測した鳥取県中部の地震（M6.6）について、気象庁は地震発生

から１週間後の10月28日に以下のような呼びかけをしました。 

 

 

 

 

 

以上のように数値的見通しが含まれていません。一方、同検討では対象地震に関する一連の情報の発表

を終了する目安として、「概ね最大震度５弱程度となる地震の３日間での発生確率が 10％を下回る日（１

ヶ月に１回程度の頻度に相当）とすることが適当」としています（図２）。今回の地震活動について、地

震発生から１週間後における発生確率を計算したところ、既に 10％を切っていました。よって、防災上

の呼びかけには数値的な見通しではなく、まだ地震活動は活発であり、現状の地震活動が当面続くとい

うことや、過去事例をふまえた地震への備えを呼びかける内容となりました。 

 

-１週間程度以降- 

図１ 1 週間程度以降の呼びかけ                    図２ 情報発表終了時の呼びかけ 

         ※地震調査委員会「大地震後の地震活動の見通しに関する情報のあり方」より 

 21 日の地震発生直後よりは収まってきていますが、現状程度の地震活動は当分続くと考えられます。

鳥取県周辺では、大きな規模の地震の発生後に規模の近い地震が続いた事例が複数あり、同程度かさらに

大きな地震が数ヶ月後に発生した事例もありますので、地震に対する日頃からの備えをお願いします。 


